
船橋市国民保護協議会運営要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、船橋市国民保護協議会条例（平成１８年船橋市条例第１号）第６条の

規定により、船橋市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（会議） 

第２条 委員は、協議会開催の必要があると認めたときは、会長に会議の招集を求める 

ことができる。 

 （委員） 

第３条 委員は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下 

「法」という。）第４０条第４項各号に定められた区分に応じ、市長が委嘱し、または任

命する。 

２ 委員（法第４０条第４項第７号及び第８号の規定により任命された委員を除く。）が協

議会の会議に出席できないときは、当該委員と同一の機関又は組織に属する者で、あらか

じめ委員が指名する者にその権限を委任することができる。 

 （部会） 

第４条 部会は、部会長が招集する。 

２ 部会長は、部会を招集するときは、あらかじめ会長にこれを通知しなければならない。 

３ 部会長は、部会の経過及び結果を協議会に報告しなければならない。 

４ 部会の運営に関して必要な事項は別に定める。 

 （事務局） 

第５条 協議会の事務局は、船橋市市長公室危機管理課に置く。 

附 則 

この要領は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成１８年１１月１３日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 


